
１　施策の位置付け

２　施策の取組状況

少子・高齢化社会，人口減少時代の到来，中心市街地の活力の低下など，本市を取り巻く課題に効果的・効率的に対応していくため，将来を見据えた持続可能な連携・集約型都市への転換が求められており，本市では，平成22年度に「第2
次宇都宮市都市計画マスタープラン」が改定され，ネットワーク型コンパクトシティの形成に向け，地区計画導入や地籍調査事業など，地域特性に応じた土地利用の推進が求められている。その中で，地籍調査事業においては，国の「第６次
国土調査事業十箇年計画」が平成２２年５月に閣議決定された。また，県においても，財政上厳しい状況の中，必要な予算の確保に努めている。

・市民や事業者の円滑な土地利用や公共事業への有効活用に資する地籍調査事業が計画的に進んでいること
や，地区計画制度等に関する市民の理解や関心を高めるための説明会の実施により，市民満足度が向上したと
考えられる。

施策を取り
巻く環境等

・今後の地域特性に応じた土地利用の推進を図るうえで，地籍調査事業が計画どおり進んでいる。また，地区計
画導入に向け説明会等を適宜開催している。

総
合
評
価

91点

順調

政策名
（基本施策名）

２１　機能的で魅力のある都市空間を形成する

施策主管課１　地域特性に応じた土地利用の推進

市内の地域が，その特性に応じた個性や魅力，都市機能を備え，コンパクトで調和のとれた都市空
間が形成されています。

政策の達成目標
（基本施策目標）
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施策指標

施策名 総合計画記載頁

施策目標 地域の個性や魅力を活かしながら，計画的な土地利用が行われています。

政策の柱 Ⅴ　都市のさまざまな活動を支える都市基盤の機能と質を高めるために

①
施
策
指
標

指標名（単位） H24 H25 H26 H27

指
標
１

地区計画導入地区数（地区）
単年度
目標値

22

H28
H29

（目標年）

市民満足度

評価
②
市
民
意
識
調
査
結
果

指
標
３

取組内容と成果・成果の要因，進捗の状況

施
策
の
満
足
度
の
推
移

指標名（単位）
H24

（現状値）
H25

調査結果 18.0% 23.1%

目標値
（Ｈ29）

H26 H27 H28 H29 評価

施策の満足度（％）23 23 23 23 24

Ａ

Ａ

現状値 22地区 実績値 22 24 28.0%
前年度からの

増減
5.1%

目標値
（Ｈ29）

24地区
単年度の
達成度

100.0% 104.3%
  ③　主要な構成事業の進捗状況
　　（主要な構成事業の個別の進捗状況は，「３　施策を構成する事業の状況｝を参照） Ｂ

指
標
２

市街化区域の宅地率（％）
単年度
目標値

54.8 55.0 55.1

目標値
（Ｈ29）

55.4％
単年度の
達成度

55.2 55.3 55.4

Ａ 【

参
考
】

中
核
市
等
と
の
水
準
比
較

指標名（単位） H24

中核市での本
市の順位

H25

中核市平均

実績値

H26 H27 H28 H29

現状値 54.8％ 実績値 54.8 55.1

100.0% 100.2%

単年度
目標値

現状値 実績値 中核市平均

実績値

中核市での本
市の順位

目標値
（Ｈ29）

単年度の
達成度

※
評
価
の
考
え
方

①施策指標
　Ａ ：達成度９０％超
　　　　　　［３３点］

②市民意識
調査結果
（満足度）

　Ａ ：前年度より向上
　　　　　（＋５ｐｔ超）
　　　　　　［３３点］

③主要な構成
事業の

進捗状況

　Ａ ： 計画以上
 　　 （主要な構成事業の
　　　２割超が計画以上）
　　　　　　［３３点］

　Ｂ ： 計画どおり
 　 　（主要な構成事業の
　　　８割以上が計画どおり）
　　　　　　［２５点］

Ｃ ： 計画より遅れ
 　 （主要な構成事業の
　　２割超が計画より遅れ）
　　　　　［１５点］

Ｂ ：前年度同水準
　　　（±５ｐｔ以内）
　　　　　　［２５点］

Ｃ ：前年度より低下
　　　（－５ｐｔ超）
　　　　　［１５点］

Ｂ ：達成度７０％～９０％
　　　　　　［２５点］

Ｃ ：達成度７０％未満
　　　　　［１５点］

取
組
の
進
捗
状
況

総合評価
　順調 ：（Ａ評価が２つ以上
（Ｃ評価がある場合を除く。））
　　　　　［９０点以上］

　概ね順調 ：
　（主にＢ評価が２つ以上）
　　［６５点以上９０点未満］

　やや遅れている ：
　（Ｃ評価が２つ以上）
　　　　［６５点未満］

※『①施策指標』の単年度の達成度の計算について

★ 逓増型の指標（目標値が基準値より増加することが望ましいもの） × １００ （％）

★ 逓減型の指標（目標値が基準値より減少することが望ましいもの） × １００ （％）

実績値
目標値

目標値

実績値



３　施策を構成する事業の状況 ※凡例　○：「総合計画の戦略プロジェクト・主要事業」対象，★：「③ 主要な構成事業の進捗状況」対象（最大５事業選択）

４　今後の施策の取組方針

.

地籍調査事業 ★ ・地籍調査事業の推進 ・地籍調査の実施

★ ・地区計画制度等の活用 市民・事業者
・地区計画制度等に関する説
明会の実施

都市計画基礎調査 ★

・地域地区制度の活用
・開発許可制度の適正運用
・地域特性に応じた計画的な
農地の保全

市民
・都市計画基礎調査による都
市や地域の特性や課題の把

握

126,360

2,468

公共施設等の受入れ事業

計画どおり

計画どおり

★

・開発許可により設置
された公共施設の土
地登記名義人及び抵
当権設定者
・市民（公共施設の周
辺住民）

・未だ市に帰属されてない所
有権の移管や抵当権の抹消

本市域に存する土地
所有者及び管理者（土
地改良事業・土地区画
整理事業実施区域を
除く）

H25
事業費

（千円）
開始年度

事業内容

対象者・物（誰・何に）

◆施策指標である地区計画導入地区数や市街化区域の宅地化率については，順調に目標を達成しており，市民満足度につ
いても，前年度より向上しているなど，施策を構成する各事業の取組成果が現れているところである。
　ネットワーク型コンパクトシティの実現のためには，市民の協力が不可欠であることから，引き続き，土地利用の適正化など
について，より一層の市民の理解や関心を高める取組を行う必要がある。

・地籍調査事業は，市民や事業者の円滑な土地利用や公共事業への有効活
用に資する事業であり，長期的な事業であることから，今後とも計画にそって
事業を推進していくとともに，人口集中地区の調査も順次進めていく。

・都市の現状や動向を把握するため，都市計画法第6条及び第13条に基づき
都市計画基礎調査を実施し，調査により得た情報を地理情報システム（GIS)
にて分析し，都市や地域の特性や課題を把握することで都市計画を適切に策
定し，地域の特性に応じた土地利用を推進しているところである。今後も基礎
調査による分析を実施し，得た情報については，引き続き庁内に情報提供す
るなど有効活用し，地域の特性に応じた土地利用を推進していく。

方向性

事業名
戦略Ｐ・
主要事業

※

事業が属する総合計画の
構成事業名

取組（何を）

〈施策全般〉
◆市民に対する各事業の周知・啓発を図りながら，ネットワーク型コンパクトシティの実現に向けて，地域の個性や魅力を活かした計画的
かつ適正な土地利用の推進に取り組んでいく。

今後の方向性

課題

〈主要事業〉

〈その他個別事業〉

2

・地域資源を活かし，地区の特性に応じた魅力ある景観や快適な環境を形成
するため，地区計画制度を活用し良好な居住環境の保全などの土地利用を
推進しているところである。市民の地区計画制度に関する理解や関心をさらに
高めるため，説明会等を実施し，地区計画の導入を推進していく。

・平成24年度までの取組として，意向調査による同意物件の処理が概ね完了
したことから，今後は意向確認のできていない「未同意物件」の処理にあた
る。
・処理にあたっては，これまでの受入れ実績等を踏まえ，平成25年度に策定し
た未同意物件受入れ計画に基づき，効率的・計画的な受入れを実施していく。

施 策 目 標 を 達 成 す る た め の 取 組 方 針№

4

3

H５

S48

H１２

計画どおり1 地区計画制度の活用

計画どおり

日本一
施策
事業

0

0

H元

事業の
進捗状況


